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2007、加藤 2009、児玉 2007、樽井 2009 など）、
一自治体やいくつかの自治体の実態を把握したも
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表 2 自治体の基本情報と平成 24年度の事業実績（n＝722）
市区町村分類 訪問対象家庭数 ケース対応会議で検討した件数
実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
政令市 12 1.7 100件未満 162 22.4 0件 273 37.8
中核市 33 4.6 100～300件未満 187 25.9 10件未満 134 18.6
市（政令市・中核市以外） 358 49.6 300～500件未満 80 11.1 10～30件未満 46 6.4
東京 23区 11 1.5 500～千件未満 92 12.7 30～50件未満 55 7.6
町・村 305 42.2 千～3千件未満 78 10.8 50～100件未満 21 2.9
欠損値・無回答 3 0.4 3千～5千件未満 16 2.2 100～300件未満 23 3.2
合計 722 100.0 5千～1万件未満 6 0.8 300～500件未満 28 3.9
18歳未満人口（平成25年 4月 1日現在）1万～3万件未満 1 0.1 500～千件未満 15 2.1
実数 ％ 欠損値・無回答・非該当 100 13.9 千件以上 2 0.3
100人未満 6 0.8 合計 722 100.0 欠損値・無回答・非該当 125 17.3
100～500人未満 35 4.8 訪問実件数 合計 722 100.0
500～千人未満 54 7.5 実数 ％ 継続支援が必要と判断した件数
千～3千人未満 130 18.0 100件未満 174 24.1 実数 ％
3千～5千人未満 71 9.8 100～300件未満 189 26.2 0件 109 15.1
5千～1万人未満 122 16.9 300～500件未満 82 11.4 10件未満 145 20.1
1万～3万人未満 154 21.3 500～千件未満 99 13.7 10～30件未満 66 9.1
3万～5万人未満 34 4.7 千～3千件未満 90 12.5 30～50件未満 91 12.6
5万～10万人未満 34 4.7 3千～5千件未満 18 2.5 50～100件未満 41 5.7
10万人以上 12 1.7 5千～1万件未満 10 1.4 100～300件未満 46 6.4
欠損値・無回答 70 9.7 1万～3万件未満 3 0.4 300～500件未満 74 10.2
合計 722 100.0 欠損値・無回答・非該当 57 7.9 500～千件未満 32 4.4
出生数（平成 24年度） 合計 722 100.0 欠損値・無回答・非該当 118 16.3
実数 ％ 訪問しなかった／できなかった件数 合計 722 100.0
100人未満 181 25.1 実数 ％ 訪問しなかった／できなかった
件数の内訳（複数選択可）※100～300人未満 195 27.0 0件 130 18.0
実数 ％300～500人未満 80 11.1 10件未満 186 25.8
養育支援訪問の実施によ
り養育環境の把握済み
140 19.4500～千人未満 108 15.0 10～30件未満 109 15.1






3千～5千人未満 29 4.0 50～100件未満 56 7.8
5千～1万人未満 11 1.5 100～300件未満 52 7.2
1万人以上 4 0.6 300～500件未満 22 3.0
里帰りや長期入院 323 44.7
欠損値・無回答 22 3.0 千～3千件未満 2 0.3
その他（転出等） 23 3.2











































実数 ％ 実数 ％ 実数 ％ 実数 ％
0件 6 0.8 189 26.2 31 4.3 110 15.2
0.1～5件未満 21 2.9 1 0.1 23 3.2 25 3.5
5～10件未満 38 5.3 4 0.6 44 6.1 16 2.2
10～30件未満 135 18.7 16 2.2 142 19.7 47 6.5
30～50件未満 69 9.6 21 2.9 76 10.5 23 3.2
50～100件未満 111 15.4 46 6.4 141 19.5 94 13.0
100～300件未満 128 17.7 104 14.4 97 13.4 154 21.3
300～500件未満 29 4.0 39 5.4 4 0.6 26 3.6
500～1000件未満 44 6.1 25 3.5 7 1.0 15 2.1
1000件以上 29 4.0 25 3.5 4 0.6 7 1.0
欠損値・無回答・非該当 112 15.5 252 34.9 153 21.2 205 28.4













ていると考えられる。また、第 2位「Ⅵ. 43. 訪
問について訪問対象家庭に了解をえる（平均値
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8.58）」、第 7位「Ⅵ. 42. 本事業について訪問対象
家庭に説明・案内する（平均値 8.55）」、第 8 位
「Ⅵ. 57. 訪問者は訪問家庭の親の不安や悩みを傾
聴し、相談にのることができる（平均値 8.40）」、


















1 Ⅵ. 21. 母子保健事業担当部署と協働する体制がある 635 9.36 1.25 580 9.60 0.91
2 Ⅵ. 43. 訪問について訪問対象家庭に了解をえる 662 8.80 1.45 604 9.29 1.32
3 Ⅵ. 41. 本事業訪問対象家庭を適確に把握する 662 8.76 1.42 603 9.42 1.08
4 Ⅵ. 67. 訪問結果報告の書式がある 661 8.69 1.82 602 9.11 1.39
5 Ⅵ. 58. 訪問者は訪問家庭に子育て支援に関する情報提供ができる 660 8.58 1.36 604 9.41 1.07
6 Ⅵ. 55. 訪問家庭に関する記録や書類をとりまとめ、管理する仕組みがある 659 8.56 1.72 601 9.24 1.22
7 Ⅵ. 42. 本事業について訪問対象家庭に説明・案内する 661 8.55 1.50 603 9.19 1.30
8 Ⅵ. 57. 訪問者は訪問家庭の親の不安や悩みを傾聴し、相談にのることができる 662 8.40 1.45 604 9.39 1.12
9 Ⅵ. 11. 訪問者に医療保健専門職（保健師・助産師等）を配置する 661 8.28 2.46 604 8.97 1.64
10 Ⅵ. 66. 訪問者は訪問結果報告が適切にできる 661 8.28 1.62 603 9.21 1.26
11 Ⅵ. 44. 適切な時期に訪問する 662 8.24 1.40 603 9.35 1.08
12 Ⅵ. 4. 本事業担当部署の担当職員に医療保健専門職（保健師・助産師等）を配置する 662 8.21 2.53 601 9.06 1.57
13 Ⅵ. 22. 児童福祉事業担当部署と協働する体制がある 661 8.19 1.86 602 9.29 1.25
14 Ⅵ. 36. 本事業担当部署の担当職員と訪問者との意思疎通をはかる 660 8.00 1.69 603 9.13 1.28
15 Ⅵ. 24. 子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）調整機関と協働する体制がある 661 7.99 2.18 602 9.21 1.32
16 Ⅵ. 63. 訪問者は子どもと親の心身の様子や養育環境の把握が適切にできる 663 7.98 1.61 604 9.22 1.25
17 Ⅵ. 35. 本事業担当部署の担当職員間の意思疎通をはかる 660 7.95 1.75 603 8.98 1.39
18 Ⅵ. 60. 訪問家庭に提供する子育て支援情報誌や冊子がある 660 7.93 2.23 604 8.46 1.79
19 Ⅵ. 37. 訪問者間の意思疎通をはかる 659 7.82 1.82 602 8.84 1.55
20 Ⅵ. 1. 本事業の予算を確保する 657 7.72 2.12 598 8.59 1.87
21位以下 60位まで省略
61 Ⅵ. 71. 継続支援の必要性を判断する一定の指標がある 661 5.26 2.58 600 8.15 1.83
62 Ⅵ. 65. 子ども、親、養育環境等の把握のために、既製・既存のアセスメント・ツールを用いる 659 5.25 3.14 597 7.76 2.22
63 Ⅵ. 29. 警察と協働する体制がある 661 5.15 2.85 603 7.57 2.34
64 Ⅵ. 15. 訪問者が必要な時にコンサルテーションを受けることができる 659 5.13 2.61 602 8.23 1.73
65 Ⅵ. 56. 訪問家庭に関する記録を電子化し、蓄積（データベース化）する 661 5.06 3.37 603 7.52 2.47
66 Ⅵ. 16. 訪問者の人材養成のための費用を確保する 658 5.04 2.89 599 7.64 2.16
67 Ⅵ. 51. 第 1子と第 2子以降で訪問者の役割分担がある 659 4.99 3.11 601 5.98 2.88
68 Ⅵ. 47. 支援の緊急性を判断するための既製・既存のツールを用いる 658 4.98 2.74 601 7.88 1.99
69 Ⅵ. 8. 本事業担当部署の担当職員が必要な時にコンサルテーションを受けることができる 661 4.91 2.54 602 8.07 1.76
70 Ⅵ. 59. あかちゃんの誕生を祝福するメッセージカードやプレゼントがある 660 4.70 3.67 600 5.97 2.98
71 Ⅵ. 14. 訪問者のスーパービジョン体制をととのえる 660 4.67 2.64 602 7.98 1.90
72 Ⅵ. 79. 本事業と、貴市区町村の子ども虐待通告件数や子育て支援サービスの利用状況等との関連を評価する 655 4.48 2.50 596 7.75 2.02
73 Ⅵ. 72. 継続支援の必要性を判断するための既製・既存のツールを用いる 660 4.45 2.76 600 7.70 2.15
74 Ⅵ. 7. 本事業担当部署の担当職員のスーパービジョン体制をととのえる 661 4.33 2.63 602 7.90 1.92
75 Ⅵ. 76. 本事業業務の ICT 化（電子化）をはかる 658 4.05 2.95 597 6.46 2.62
76 Ⅵ. 12. 訪問者に非専門職（子育て経験者、独自の訪問者養成研修の修了者など）を配置する 660 3.22 3.24 601 5.22 2.70
77 Ⅵ. 80. 利用者が本事業を評価する 658 2.76 2.32 598 7.15 2.12
78 Ⅵ. 10. 訪問者に社会福祉専門職（ソーシャルワーカー・保育士等）を配置する 660 2.49 2.71 599 5.49 2.64
79 Ⅵ. 62. 訪問家庭の親が子どもとあそぶためのおもちゃや絵本、それらを作るキットがある 661 2.35 2.41 603 4.58 2.55




（平均値 8.19）」、第 14位「Ⅵ. 36. 本事業担当部
署の担当職員と訪問者との意思疎通をはかる（平












第 4位に「Ⅵ. 67. 訪問結果報告の書式がある









がある（平均値 5.26）」、第 62位に「Ⅵ. 65. 子ど
も、親、養育環境等の把握のために、既製・既存
のアセスメント・ツールを用いる（平均値
5.26）」、第 68位に「Ⅵ. 47. 支援の緊急性を判断
するための既製・既存のツールを用いる（平均値





また、第 64位「Ⅵ. 15. 訪問者が必要なときに
コンサルテーションを受けることができる（平均
値 5.13）」、第 69位「Ⅵ. 8. 本事業担当部署の担
当職員が必要な時にコンサルテーションを受ける
ことができる（平均値 4.91）」とコンサルテーシ
ョンに関する項目が、第 71位に「Ⅵ. 14. 訪問者
のスーパービジョン体制をととのえる（平均値






第 65位に「Ⅵ. 56. 訪問家庭に関する記録を電
子化し、蓄積（データベース化）する（平均値




加えて、第 78位に「Ⅵ. 10. 訪問者に社会福祉
専門職（ソーシャルワーカー・保育士等）を配置










均値 9.60）」、「Ⅵ. 41. 本事業訪問対象家庭を適確





平均値上位 20位をみると、第 2位「Ⅵ. 41. 本
事業訪問対象家庭を適確に把握する（平均値
9.42）」、第 3位「Ⅵ. 58. 訪問者は訪問家庭に子育
て支援に関する情報提供ができる（平均値
9.41）」、第 4位「Ⅵ. 57. 訪問者は訪問家庭の親の
不安や悩みを傾聴し、相談にのることができる
（平均値 9.39）」、第 5位「Ⅵ. 44. 適切な時期に訪
問する（平均値 9.35）」、第 6位「Ⅵ. 43. 訪問に
ついて訪問対象家庭に了解をえる（平均値
9.29）」、第 9位「Ⅵ. 63. 訪問者は子どもと親の心
身の様子や養育環境の把握が適切にできる（平均
値 9.22）」、第 12位「Ⅵ. 42. 本事業について訪問








ても、第 1位「Ⅵ. 21. 母子保健事業担当部署と
協働する体制がある（平均値 9.60）」、第 7 位
「Ⅵ. 22. 児童福祉事業担当部署と協働する体制が















1 Ⅵ. 21. 母子保健事業担当部署と協働する体制がある 635 9.36 1.25 580 9.60 0.91
2 Ⅵ. 41. 本事業訪問対象家庭を適確に把握する 662 8.76 1.42 603 9.42 1.08
3 Ⅵ. 58. 訪問者は訪問家庭に子育て支援に関する情報提供ができる 660 8.58 1.36 604 9.41 1.07
4 Ⅵ. 57. 訪問者は訪問家庭の親の不安や悩みを傾聴し、相談にのることができる 662 8.40 1.45 604 9.39 1.12
5 Ⅵ. 44. 適切な時期に訪問する 662 8.24 1.40 603 9.35 1.08
6 Ⅵ. 43. 訪問について訪問対象家庭に了解をえる 662 8.80 1.45 604 9.29 1.32
7 Ⅵ. 22. 児童福祉事業担当部署と協働する体制がある 661 8.19 1.86 602 9.29 1.25
8 Ⅵ. 55. 訪問家庭に関する記録や書類をとりまとめ、管理する仕組みがある 659 8.56 1.72 601 9.24 1.22
9 Ⅵ. 63. 訪問者は子どもと親の心身の様子や養育環境の把握が適切にできる 663 7.98 1.61 604 9.22 1.25
10 Ⅵ. 24. 子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）調整機関と協働する体制がある 661 7.99 2.18 602 9.21 1.32
11 Ⅵ. 66. 訪問者は訪問結果報告が適切にできる 661 8.28 1.62 603 9.21 1.26
12 Ⅵ. 42. 本事業について訪問対象家庭に説明・案内する 661 8.55 1.50 603 9.19 1.30
13 Ⅵ. 36. 本事業担当部署の担当職員と訪問者との意思疎通をはかる 660 8.00 1.69 603 9.13 1.28
14 Ⅵ. 67. 訪問結果報告の書式がある 661 8.69 1.82 602 9.11 1.39
15 Ⅵ. 4. 本事業担当部署の担当職員に医療保健専門職（保健師・助産師等）を配置する 662 8.21 2.53 601 9.06 1.57
16 Ⅵ. 45. 訪問以前に、支援の必要性が高いと思わるケースや緊急性をスクリーニング（ふるいわけ）する仕組みがある 661 7.17 2.28 602 8.99 1.44
17 Ⅵ. 30. 行政の縦割によって本事業の実施や利用者への支援が分断しないようにする 661 7.41 1.89 603 8.98 1.40
18 Ⅵ. 35. 本事業担当部署の担当職員間の意思疎通をはかる 660 7.95 1.75 603 8.98 1.39
19 Ⅵ. 11. 訪問者に医療保健専門職（保健師・助産師等）を配置する 661 8.28 2.46 604 8.97 1.64
20 Ⅵ. 9. 適切な訪問者数を確保する 660 7.35 2.13 601 8.96 1.42
21位以下 60位まで省略
61 Ⅵ. 50. 支援の必要性が高いと思われるケースと、そうでないケースで訪問者の役割分担がある 658 6.65 2.75 602 7.86 2.24
62 Ⅵ. 61. 訪問家庭に対し、子育てに関する知識を伝える教材などがある 661 6.92 2.59 602 7.81 2.04
63 Ⅵ. 65. 子ども、親、養育環境等の把握のために、既製・既存のアセスメント・ツールを用いる 659 5.25 3.14 597 7.76 2.22
64 Ⅵ. 79. 本事業と、貴市区町村の子ども虐待通告件数や子育て支援サービスの利用状況等との関連を評価する 655 4.48 2.50 596 7.75 2.02
65 Ⅵ. 5. 本事業担当部署の担当職員の専任数を確保する 661 5.76 2.86 603 7.70 2.41
66 Ⅵ. 72. 継続支援の必要性を判断するための既製・既存のツールを用いる 660 4.45 2.76 600 7.70 2.15
67 Ⅵ. 75. 本事業業務のマニュアル化をはかる 657 5.33 2.78 599 7.66 2.05
68 Ⅵ. 26. 学校と協働する体制がある 659 5.52 2.79 600 7.64 2.55
69 Ⅵ. 16. 訪問者の人材養成のための費用を確保する 658 5.04 2.89 599 7.64 2.16
70 Ⅵ. 29. 警察と協働する体制がある 661 5.15 2.85 603 7.57 2.34
71 Ⅵ. 56. 訪問家庭に関する記録を電子化し、蓄積（データベース化）する 661 5.06 3.37 603 7.52 2.47
72 Ⅵ. 39. 本事業実務統括担当者の権限を明確にする 657 6.24 2.22 599 7.47 2.11
73 Ⅵ. 80. 利用者が本事業を評価する 658 2.76 2.32 598 7.15 2.12
74 Ⅵ. 76. 本事業業務の ICT 化（電子化）をはかる 658 4.05 2.95 597 6.46 2.62
75 Ⅵ. 51. 第 1子と第 2子以降で訪問者の役割分担がある 659 4.99 3.11 601 5.98 2.88
76 Ⅵ. 59. あかちゃんの誕生を祝福するメッセージカードやプレゼントがある 660 4.70 3.67 600 5.97 2.98
77 Ⅵ. 3. 本事業担当部署の担当職員に社会福祉専門職（ソーシャルワーカー・保育士等）を配置する 661 2.17 2.45 602 5.56 2.52
78 Ⅵ. 10. 訪問者に社会福祉専門職（ソーシャルワーカー・保育士等）を配置する 660 2.49 2.71 599 5.49 2.64
79 Ⅵ. 12. 訪問者に非専門職（子育て経験者、独自の訪問者養成研修の修了者など）を配置する 660 3.22 3.24 601 5.22 2.70














第 16位「Ⅵ. 45. 訪問以前に、支援の必要性が
高いと思われるケースや緊急性をスクリーニング
（ふるいわけ）する仕組みがある（平均値













また、第 63位「Ⅵ. 65. 子ども、親、養育環境
等の把握のために、既製・既存のアセスメント・
ツールを用いる（平均値 7.76）」、第 66 位「Ⅵ .
72. 継続支援の必要性を判断するための既製・既







値 7.86）」、第 75位「Ⅵ. 51. 第 1子と第 2子以降
で訪問者の役割分担がある（平均値 5.98）」）、事
業の評価に関する項目（第 64位「Ⅵ. 79. 本事業
と、貴市区町村の子ども虐待通告件数や子育て支
援サービスの利用状況等を評価する（平均値













とのえる（3.32ポイント）」、第 7位「Ⅵ. 8. 本事
業担当部署の担当職員が必要な時にコンサルテー
ションを受けることができる（3.16ポイント）」、





また、第 6位「Ⅵ. 72. 継続支援の必要性を判
断するための既製・既存のツールを用いる（3.25
ポイント）」、第 10位「Ⅵ. 47. 支援の緊急性を判
断するための既製・既存のツールを用いる（2.90
ポイント）」、第 11位「Ⅵ. 71. 継続支援の必要性
を判断する一定の指標がある（2.89ポイント）」、
第 14位「Ⅵ. 46. 支援の必要性が高いと思われる
ケースや緊急性を判断するための一定の指標があ
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る（0.64ポイント）」、第 75位「Ⅵ. 41. 本事業訪
問対象家庭を適確に把握する（0.66ポイント）」、


















1 4.39 77 658 2.76 2.32 Ⅵ. 80. 利用者が本事業を評価する 2.12 7.15 598 73
2 3.57 74 661 4.33 2.63 Ⅵ. 7. 本事業担当部署の担当職員のスーパービジョン体制をととのえる 1.92 7.90 602 59
3 3.39 80 661 2.17 2.45 Ⅵ. 3. 本事業担当部署の担当職員に社会福祉専門職（ソーシャルワーカー・保育士等）を配置する 2.52 5.56 602 77
4 3.32 71 660 4.67 2.64 Ⅵ. 14. 訪問者のスーパービジョン体制をととのえる 1.90 7.98 602 58
5 3.27 72 655 4.48 2.50 Ⅵ. 79. 本事業と、貴市区町村の子ども虐待通告件数や子育て支援サービスの利用状況等との関連を評価する 2.02 7.75 596 64
6 3.25 73 660 4.45 2.76 Ⅵ. 72. 継続支援の必要性を判断するための既製・既存のツールを用いる 2.15 7.70 600 66
7 3.16 69 661 4.91 2.54 Ⅵ. 8. 本事業担当部署の担当職員が必要な時にコンサルテーションを受けることができる 1.76 8.07 602 56
8 3.11 64 659 5.13 2.61 Ⅵ. 15. 訪問者が必要な時にコンサルテーションを受けることができる 1.73 8.23 602 51
9 3.00 78 660 2.49 2.71 Ⅵ. 10. 訪問者に社会福祉専門職（ソーシャルワーカー・保育士等）を配置する 2.64 5.49 599 78
10 2.90 68 658 4.98 2.74 Ⅵ. 47. 支援の緊急性を判断するための既製・既存のツールを用いる 1.99 7.88 601 60
11 2.89 61 661 5.26 2.58 Ⅵ. 71. 継続支援の必要性を判断する一定の指標がある 1.83 8.15 600 55
12 2.76 57 662 5.66 2.41 Ⅵ. 13. 訪問者の研修体制をととのえる 1.61 8.43 603 42
13 2.67 58 661 5.56 2.25 Ⅵ. 6. 本事業担当部署の担当職員の研修体制をととのえる 1.64 8.23 602 52
14 2.67 52 662 6.10 2.63 Ⅵ. 46. 支援の必要性が高いと思われるケースや緊急性を判断するための一定の指標がある 1.59 8.77 602 31
15 2.65 55 659 5.72 2.53 Ⅵ. 32. 本事業と本事業と関連する事業全体で運営等について協議する仕組みがある 4.08 8.37 603 44
16 2.59 66 658 5.04 2.89 Ⅵ. 16. 訪問者の人材養成のための費用を確保する 2.16 7.64 599 69
17 2.51 62 659 5.25 3.14 Ⅵ. 65. 子ども、親、養育環境等の把握のために、既製・既存のアセスメント・ツールを用いる 2.22 7.76 597 63
18 2.47 56 658 5.71 2.54 Ⅵ. 78. 訪問ケースの情報を集計し、分析する 1.83 8.18 600 54
19 2.46 65 661 5.06 3.37 Ⅵ. 56. 訪問家庭に関する記録を電子化し、蓄積（データベース化）する 2.47 7.52 603 71
20 2.46 47 658 6.33 2.37 Ⅵ. 31. 本事業と本事業と関連する事業全体を見渡し、統括する人材がいる 4.00 8.79 602 29
21位以下 60位まで省略
61 1.12 11 662 8.24 1.40 Ⅵ. 44. 適切な時期に訪問する 1.08 9.35 603 5
62 1.10 13 661 8.19 1.86 Ⅵ. 22. 児童福祉事業担当部署と協働する体制がある 1.25 9.29 602 7
63 1.03 17 660 7.95 1.75 Ⅵ. 35. 本事業担当部署の担当職員間の意思疎通をはかる 1.39 8.98 603 18
64 1.02 19 659 7.82 1.82 Ⅵ. 37. 訪問者間の意思疎通をはかる 1.55 8.84 602 27
65 0.99 67 659 4.99 3.11 Ⅵ. 51. 第 1子と第 2子以降で訪問者の役割分担がある 2.88 5.98 601 75
66 0.98 8 662 8.40 1.45 Ⅵ. 57. 訪問者は訪問家庭の親の不安や悩みを傾聴し、相談にのることができる 1.12 9.39 604 4
67 0.98 25 661 7.39 2.01 Ⅵ. 34. 本事業担当部署の担当職員間の業務・役割分担を明確にする 1.60 8.37 600 45
68 0.93 10 661 8.28 1.62 Ⅵ. 66. 訪問者は訪問結果報告が適切にできる 1.26 9.21 603 11
69 0.89 38 661 6.92 2.59 Ⅵ. 61. 訪問家庭に対し、子育てに関する知識を伝える教材などがある 2.04 7.81 602 62
70 0.87 20 657 7.72 2.12 Ⅵ. 1. 本事業の予算を確保する 1.87 8.59 598 35
71 0.85 12 662 8.21 2.53 Ⅵ. 4. 本事業担当部署の担当職員に医療保健専門職（保健師・助産師等）を配置する 1.57 9.06 601 15
72 0.83 5 660 8.58 1.36 Ⅵ. 58. 訪問者は訪問家庭に子育て支援に関する情報提供ができる 1.07 9.41 604 3
73 0.69 9 661 8.28 2.46 Ⅵ. 11. 訪問者に医療保健専門職（保健師・助産師等）を配置する 1.64 8.97 604 19
74 0.68 6 659 8.56 1.72 Ⅵ. 55. 訪問家庭に関する記録や書類をとりまとめ、管理する仕組みがある 1.22 9.24 601 8
75 0.66 3 662 8.76 1.42 Ⅵ. 41. 本事業訪問対象家庭を適確に把握する 1.08 9.42 603 2
76 0.64 7 661 8.55 1.50 Ⅵ. 42. 本事業について訪問対象家庭に説明・案内する 1.30 9.19 603 12
77 0.52 18 660 7.93 2.23 Ⅵ. 60. 訪問家庭に提供する子育て支援情報誌や冊子がある 1.79 8.46 604 40
78 0.49 2 662 8.80 1.45 Ⅵ. 43. 訪問について訪問対象家庭に了解をえる 1.32 9.29 604 6
79 0.42 4 661 8.69 1.82 Ⅵ. 67. 訪問結果報告の書式がある 1.39 9.11 602 14















る項目、第 73位「Ⅵ. 11. 訪問者に医療保健専門
職（保健師・助産師等）を配置する（0.69ポイン





































































































































































ン」http : //www.mhlw.go.jp/ bunya/kodomo/kosodate12/
03.html（2014年 4月 22日付）．
厚生労働省（2014）「児童相談所での児童虐待対応件
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Fact-Finding Survey on Project for
Visiting All Families with a Baby :
Implementation and Awareness from the Perspective
of Local Government Staff Administering the Project
Maya Ono Shrestha*1 Yoko Kimura*2
Yuko Hirata*3
ABSTRACT
The purpose of this study was to clarify issues relating to administration of the national
project for visiting all families with a baby. This was done from the perspective of local
government staff in charge of the project, based on data collected through a national survey.
Anonymous self-report questionnaires were sent to staff administering the project at 1,742
local governments, including government-designated cities, throughout Japan. Analysis of 722
valid responses revealed that staffing, training hours, and specific duties of visiting staff were
not sufficient for smooth implementation of the project. Furthermore, the results suggested
that although the Health Service Bureau is the primary agency in charge of the project,
strengthening collaboration with welfare departments through supervision and consultation
may also be necessary. More detailed fact-finding and clarification of issues relating to
project implementation are needed based on more detailed analysis including multivariate
analysis of collected data.
Key words : project for visiting all families with a baby, families raising children, home visit
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